
ポス ト冷戦期のア ジア太平洋地域秩序 の模索

ASEAN・APEC関 係 の変 容 を とお して

山影 進

は じめ に

かつてア ジアは この地域 に強い利害関心 を寄せ る大国間の勢力争い の草狩 り場で あっ

た。 アジアの人 々の運命 は、パ ワーポ リテ ィクスの客体 として翻弄 される ままに、ある

いは進 んで大 国間対立 に巻 き込 まれてい き、結果 と して大 国の戦略の犠牲 となって きた。

第2次 世界 大戦後 ま もな く顕在 化 した冷戦構造 は、単 に国家 を東西 に分断 させた だけで

な く、各国の国内分裂 を助長 し、国家建設 と国民統合 に貴重な資 源 を投 入すべ き多 くの

新興独立 国に多大 な負担 をかけつづけた。

そんなアジアは、今、主体 的に地域秩序 を作 ろ うとしている。一方 では相互信頼 と相

互依存 とを確実 で安定 的 なもの に しようと、他方 では客体 の立場 か ら脱 するべ く地 域 に

影響力 を持つ大 国 を取 り込 もうとしている。この ような動 きを リー ドして きたのがAS

EANで あ る。ASEANは 加盟国相互 の協力 ・協調 を図 るだけで な く、 自らの安全 と

繁栄 を一層確 実 な もの とす るためASEAN地 域 を包含 す る広域 の秩序形成 に も余念 が

ない(1)。 こ うした広域秩序 は、米国 を取 り込 んでいるため、 もはや アジア地域秩序 と

呼 ぶ には相応 しくな く、 アジア太平洋地域秩序 と呼ぶ に相応 しい。

冷戦後 の国際関係 は、ASEAN諸 国の活動の余地 を広げたのはた しかであ る。 しか

し、小 国 の連合 であるASEANの 力 は限 られている。新 しい国際環境 の中で、ASE

ANは どの ような構想の実現 に向 けて イニ シアチブ をとろ うとしているのだろ うか。そ

して、その限界 は どこにあるのだろ うか。本稿 は、特 に経済面でアジ ア太平洋 を秩序化

しつつあるAPECを 取 り上げ、ASEANの 位 置づけを考 えてみたい。

1.ポ ス ト冷 戦 期 にお け る ア ジ ア太 平 洋 地域 の課 題

(1)ア ジアにおける 「冷戦終結」の意味

ベルリンの壁の崩壊に象徴 される冷戦構造の崩壊は、国際政治の枠組みの見直 しを各

国指導者に迫るとともに、自国の制度 ・理念の見直 しさえ迫る大変革の時代 を招来 した。

周知のように、半世紀近 くの間冷戦の前線であ りつづけたヨーロッパでは、国際国内政

治の両面で東西 ヨーロッパの双方にさまざまな変革がもたらされた。しか しながら、ア
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ジア太平 洋 におい ては冷戦の崩壊 は ヨー ロッパ の ようには訪れなか った。したがって、ポ

ス ト冷戦期 の意味 も自ず と異 なってい る。た しかに冷戦構造 は世界全 土 を覆 っていた し、

米 ソ関係 の歴史的改善 はアジア太平洋 の国際構造 に影響 を及ぼ さず にはいなかった(2)。

しか しアジア太平洋 にはアジア太平洋固有の問題があ り、ポス ト冷戦期 にあって もヨー

ロッパ と同一 には論 じられないい くつかの間題が表面化 してい る。この問題 を意識せず

に、アジ ア太平 洋地域秩序 を論 じるこ とはで きない。

第1に 、基本的 には米 ソ対立が構造 を決定 していた ヨーロッパ とは異 な り、遅 くとも

1960年 代 以降 は、アジア太平洋 にお ける国際構造 は米 ソに中国 を加 えた3大 国 間関

係 によ り規定 され る部 分が大 きかった。東南 アジアでベ トナム戦 争が闘われていた70

年前後、中 ソ対 立 と米中和解が進行 していたのであ り、米 ソのデ タン トとあい まって、1

970年 代 にはアジア太平洋 に擬似 的な3極 構造 が現 出す る。80年 代 になる と、米 ソ

の対 立激化(「 新 冷戦の時代 」)と 中 ソ対立 とによ り、米 中対 ソ連 とい う2極 対立 に擬 す

ことので きる構造 に変化 する ものの、3大 国関係 が地域各 国に とって基本 的な構造 的制

約条件 であ った。冷戦の崩壊 は、少 な くともアジア太平洋 において は、1970年 代以

来の この ような構造 的変化 の一過程 として捉 えるべ きであ る。そ して、中 ソ関係 の正常

化 は地域の対立構造 を曖昧 に した。 したがってポス ト冷戦期 の アジア太平洋 は、アメ リ

カ ・ロシア ・中国の関係 が どの ような状態 に安定化す るかが大 きな課題 となったのであ

る。

第2に 、アジア太平洋 には、冷戦の残津の処理 とい う課題 が残 ってい る。す なわち、分

裂 国家 の統 一問題 であ る。東西 ドイツの統一が冷戦終結の象徴 な らば、アジア太平洋 に

お ける冷戦終結 のセ レモニーは、朝鮮半 島 と中国の統一問題の解 決 を待 たな くて はな ら

ない。そ もそ も冷戦が産み落 とした4つ の分裂 国家の うち、3つ が アジアに誕生 し、そ

してそ の全 てが内戦 を経験 し、しか もい まだ に2つ が この地域 に残存 してい るとい う重

たい現実 を軽視 で きない。た しか に、分裂 国家 の統一 は、ある意味 では ロー カルな問題

であ る。 しか し東西 ドイッの統 一 に勝 るとも劣 らない程 、この問題 は周 辺地域 に大 きな

影響 を及 ぼ しかねない。統一の実現 にせ よ、2つ の国家 の誕生 にせ よ、分裂国家問題 が

解決 をみ るまでアジア太平洋 には不安定要 因が残存す るこ とを意味 している。

第3に 、アジア太平洋 は相変わ らずパ ワー ポ リティクスの論理 が公 然 と通用 してい る

地域であ る。冷戦の終焉 によ り軍事か ら経済へ 国際関係 の主要争点が変化 した ことは、否

定すべ くもない。アジア太平洋国際関係 におい て も経 済はおそ ら く最 大の テーマ となっ
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た。とはいえ、この地域の秩序を構想する際、ヨーロッパ とは対照的に、いまだに伝統

的な国際政治の思考様式が用い られがちである点を忘れてはならない。まず、冷戦の終

焉は、アメリカやソ連/ロ シアのアジア太平洋(特 に西太平洋 ・東アジア)に 対する関

心 を低下させ、両国の 「プレゼンス」は目に見えて低下 した。あたかもそのような 「力

の真空」を埋めるかのように、中国の進出がことさら顕著である。南シナ海をめぐる国

際関係 も、単に領土紛争、海底資源確保競争だけでなく、「勢力均衡」からも問題にされ

ている。さらには北朝鮮の 「核疑惑」によって、東北アジアの緊張 も高まった。このよ

うにアジア太平洋では、冷戦の終結が共通の安全保障に結びついていない。

第4に 、欧米的価値観の拡大浸透といった 「歴史の流れ」を問題 として取 り上げる国

際関係が増加傾向にある。「文明の衝突」 といった宿命論的なマクロな見方か ら、「人権

問題」といった個々人の政治的扱いを問題 とするミクロな見方にいたるまで、今、アジ

ア太平洋には価値観をめぐる異見 と対立が露になりつつある。その背景に、欧米側の危

機感 とアジア側の自信があるにせ よ、冷戦期の反共陣営対社会主義陣営 という価値観の

対立は、いまや、欧米的価値対 アジア的価値 といった対立で置 き換えられようとしてい

る。たとえそれがいかに単純で誤った見方にせ よ、多 くの人々にとってはそのようなセ

ンセーショナルで単純な対立構造の見方の方が理解容易(実 際には、無知にもとつ く誤

解に安住)な のかもしれない。

(2)「 奇跡的高度経済成長」の行 く末

全体的に見れば、アジア太平洋は現在成功 しつつある地域であろう。各国が抱える問

題は多いが、東欧の一部やアフリカの状況と比較すると、それらはまだコン トロール可

能な範囲にあるように思 える。そ して、日本の関係者のイニシアチブによって世界銀行

も 『東アジアの奇跡』の中で認めたように、市場万能経済とは一味違った形の経済を運

営することによって欧米以外で最初の資本主義的経済圏を形成 した(3)。1980年 代

後半 に特に顕著 になったアジア太平洋地域の経済的相互依存の深化 と事実上の経済統合

化の流れは、今後 しばらくは向きを変えないだろう。日米の資本(多 国籍企業)と 市場

の役割、先進国一NIES-ASEAN一 中国・インドシナを繋 ぐ産業構造の転換連鎖、

域内相互投資や域内貿易の増大などにより、21世 紀初頭にはおそらく西半球をも含ん

だアジア太平洋全域で活発な経済活動が もたらす成長が見 られるだろう(4)。

しか し、その ような持続するアジア太平洋の経済成長は、全体 として見 ると、大 きな
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問題を孕んでいる。第1に 、それが持続可能な発展と両立するのかという問題である。既

に地球環境問題 と南北問題 との同時解決の困難さは各方面で指摘 されているとお りであ

る。ところがアジア太平洋地域は、地域の中に南北問題を抱えなが ら、例外的に解決に

向かって動いている。それゆえに、環境か開発かという2項 対立は北の先進国対南の発

展途上国という南北対立ではなく、アジア太平洋地域の諸国民が自分 自身の中の矛盾と

して捉 えられなければならない。この問題は人口問題 も絡んで深刻 さを深めている。イ

ンドが21世 紀前半には15億 の人口を抱え、中国のそれを追い越す という予測がある

が、南 アジアを考察の対象の外に置 くとしても、現在12億 人の中国は老人問題を考え

ると急激な人ロ抑制政策は非現実的であると言われてお り、しばらくは緩慢な人口増加

は不可避であろう。人口増 と経済成長 との相乗作用により、アジア太平洋地域のエネル

ギー消費の急速な増大 も大きな問題である。すでに環境破壊 も、開発のための森林破壊

か ら工業化がもたらした水質悪化 ・大気汚染 ・酸性雨まで多種多様 な様相を見せている。

仮に天然資源、特にエネルギー資源を地域外に依存可能であると仮定 しても、この地域

の経済成長のもたらす結果は必ず しもバラ色の将来を保証 してはいない。

第2に 、経済発展 と民主化 との関係がますます緊張して くるかも知れない。経済成長

の原動力となったいわゆる開発主義の持つ理念的要素が社会主義体制や権威主義体制を

支える政治的理念 とが今後とも従来の ような共存関係を維持できるだろうか。中国の改

革開放政策やベ トナムの欄新(ド イモイ)が 追求 している社会主義市場経済への志向は、

自由主義的経済理念 と一党独裁的な強力な統治理念 とが結びついたものであり、開発主

義の理念 と整合的な部分が多い。また、シンガポールは、経済水準では先進国並になっ

ても、潜在的に民族対立激化の脅威 に晒されているために指導者は大衆民主主義に極度

に警戒的であ り、都市的国家 という条件を利用 して末端 までの権威主義的統治を続けて

いる。しかしながら、経済発展に伴って今アジア各国で起こっている政治現象は、民主

化への圧力である。アジアNIESに 始まり、タイに波及 したような民主化の動 きは、民

主主義は欧米的理念であってアジアには適合的ではないといった国家指導者の発言 を相

対化 して余 りあるものがある。いずれにせ よ、こうした動 きは、政府に対する批判の自

由化、政治的立場の多様化、政治的選択肢の拡大、大衆的政治動員などを引 き起 こすた

め、政治的な不安定を高める方向に向かう。その不安定性を政治体制の中に内部化でき

るかどうかが、今後 とも大 きな課題 として残るだろう。

第3に 、アジア太平洋の経済成長 と経済的相互依存の深化は、制度的な地域経済統合
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の必要性を認識 させるかもしれないが、圧倒的な比重で、経済摩擦の増大 と紛争の激化

を予想 させている。各国の成長イメージがバ ラ色なのとは対照的に、その地域イメージ

は対立的国際関係で満ちている。たとえば、激化する日米経済摩擦、アジアNIESの

先進国化に伴 う摩擦増大、中国市場をめ ぐる各国の競争、中国の経済大国化の脅威など、

枚挙に暇がない。果 して 「開放的地域主義」という言葉で特徴づけられている理念が浸

透 していくのか、それとも差別的 ・保護主義的な地域主義によってアジア太平洋が分断

されてしまうのか、予断 を許さない状況にある。

2.APECプ ロ セ ス とASEAN

(1>APECへ の期待

国際社 会全体 を眺め る と、政治 的 ・経 済的 ・文化的 に相互依存 が深い ヨー ロ ッパ で国

際的 な制度化が著 しく進 んだ。 また、成否 は別 として中南米や アフ リカで さえ、第2次

大戦後 、様 々な制度、特 に経済協力組織 が作 られ てきた。アジア、あ るいは アジア太平

洋 に も多種 多様 な制度 がで きて も不 思議 ではない。 しか し現実 には、この地域 が抱 えて

いる問題 の深刻 さ ・複雑 さ ・多様 さを考 え ると、それ らの解 決のため にアジア太 平洋が

備 えている国際的諸 制度 は最近 まで貧弱 であ った(5)。

安全保 障に関わ る制度 は、1970年 代 のSEATOの 消滅、80年 代 のANZUS

か らのニュージー ラン ドの事 実上の脱退 な どで、この地域 にはアメ リカを要 とす る2国

間の安全保 障条約 が扇 型 に広 が るだけになった。ちなみにアメ リカは、この扇 を90年

代 の安全保障枠組 みの基本 に据 えている。 しか しポス ト冷戦期 には、アメ リカを要 とす

る安全保障体制 でロシアに(場 合に よっては中国に)対 処す る とい う構想 は現実性 を失

いつつあ る。む しろ、 これ ら3大 国全 てを組み込 んだ全体的 な枠組 み を、少 な くとも中

小 国 は必要 としている。

経 済面で見 ると、1980年 代後半 には、 どこの地域協力組織 に も加盟 してい ない主

要 国 は、 日本 、中国、アメ リカ、 カナ ダな どご くわずか に減って しま っていた。そ して

米 加 自由貿易協 定の締結 は、東 アジアを経 済協 力組 織の真 空地帯 に したのである。また、

ア ジア太 平洋 には、北米 、中南米、東南 アジア、大洋州 にサ ブ リー ジ ョナルな地域協力

組織 は存 在す るものの 、全体 を覆 う ものは なか った。

安全 保障や経済 とい った重要 な問題 に関す る制度化が未整備 であ る以上 に、その他 の

問題 、た とえば環境問題 な どをアジア太平洋 で処理す る制度 は全 く欠落 していた。 とは
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言え、アジア太平洋における地域的な協力に明るい展望がないわけではなかった。

そのひとつが、経済面での東西 「体制横断型協力」の制度化である。1970年 代の

日中関係の正常化 ・友好化 ・緊密化を核 として、冷戦構造の用語で言えば自由主義陣営

に属す国と社会主義陣営に属す国との協力が進展 していった。その背景にはソ連の脅威

が存在 していた ものの、非政治的な側面で、体制の相違を越えて協力 してい く方向が見

えてきた。特に80年 代 に入 り、中国の開放政策が単なる一時的現象ではないことがはっ

きりして くると、経済協力に重点を置いた実利的な協力関係の制度化が進んでいった。

中国の経済政策の転換 と関連 して生 じたのが、国際経済組織に中国 と台湾 とが同席す

る例がでて きたことである。「2つの中国」を原則の問題 として頑に拒絶する点では北京

政府 も台北政府も同一態度ではあったが、経済改革の実をあげるために国際経済制度へ

の参画を企図 し始めた北京政府 と国際社会への復帰の道を探る台北政府 との間でぎりぎ

りのところで妥協可能な方法が模索 された。その結果、両政府とも経済的な実利 を求め

て、非政府組織である太平洋経済協力会議(PECC)、 アジア開発銀行 などに同席する

ことになったのである。このような変化は、冷戦構造の変容に伴って生 じた、アジア太

平洋地域における経済的プラグマティズムの浸透 と呼ぶことがで きよう。

そのような制度欠如の穴を埋めた唯一の組織がAPECで あった。そして、APEC

は各国の思惑の違いを越えて経済的プラグマティズムに基づいた協力を実現できそうな

組織であった。したがって、APECを め ぐってさまざまな期待が飛び交ったのも当然

といえば当然であった。

(2)APECの 制度化

1989年1月 のオース トラリア首相ホークの提案を直接的な契機として、11月 に

はキャンベラでAPEC閣 僚会議が開催 され、APECの 基本理念 と閣僚会議の当面の

継続 とが決定された(6)。 主催国のエバンス外相の議長総括によると、APECの 一般

原則 とは次のようなものである。

○地域の成長 ・発展の継続、世界経済の成長 ・発展への貢献

○地域の多様性の認識

○ 自由な対話とコンセンサス方式へのコミッ トメン ト

○非公式かつ協議的性格の意見交換が基礎

○共通利益 ・相互利益 をめざす経済分野中心
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○貿易 ブロック形成の否定

○財 ・サー ビス ・資本 ・技術の流れの促進

OASEANやPECCな どの既存組織 を補完

○ コンセ ンサス による参加主体の拡大

APECと しての地域協 力は今後 の検討 に委 ね られたが、GATTウ ルグ ァイ ・ラウ ン

ドの成功 に向けてAPEC参 加 国の貿易 閣僚会議 の開催が決 め られ た。閣僚 会議 の継続

性 に関 しては、 この会議 を第1回 と し、第3回 までの開催が決 まった。

翌90年7月 の第2回 閣僚会議 は、初回 と比較 する とはるかに実 質的であった。キャ

ンベ ラで提案 された協力 プ ロジェク トをAPECと して採用す ることが本決 ま りとなっ

た他 、ウルグ ァイ ・ラウン ドに関す るAPEC宣 言 も採択 した。 また、第5回 閣僚会議

までの 開催が合意 され、APEC閣 僚会議 の制度化 が確立す る とと もに、いわゆ る3つ

の 中国 の加盟が第3回 閣僚会議 で実現す る運 び となった。

こ うして第3回 閣僚会議 が開かれた1991年 、中国、台湾、香港 のいわゆ る3つ の

中国が新 たに加 わったAPECは 、太平 洋に面す る北米 と東 アジアの15ヵ 国 ・地域か

らなる広大 な空 間を覆 う制度 とな った。第3回 閣僚 会議 の注 目点 は、いわゆる3つ の 中

国の参加実現 の他 、「ソウルAPEC宣 言」の採択 である。 目的、活動 範囲、運 営方法、

参加 、組織 、将来の6項 目にわたる全14条 の文書 は、基本的 には上で紹介 したエバ ン

ス外 相の総括 を敷術 して、明確 化 した もの といえる。閣僚 たちが 、経済分野 を中心 とす

る協 力 をコンセ ンサス方式 により進め てい る緩い組織 としてAPECを 定義 したのであ

る。

第1回 閣僚 会議 か ら時折用い られ る 「APECプ ロセス」 とい う表現 は、漠然 とした

目標 に向かって参加各 国が協議 を重ね コンセ ンサス を尊重 するこ とによって一歩一歩進

んで い くとい うAPECの や り方 を意味 している。拘 束力 を持 つ合 意 によって明確 に定

義 された目的 と手段 に沿 って政府 間機構 が活動す る とい う通常の地域協力のや り方 を否

定 した ものであ り、従 来の国際社会ではあ まり見 られなかった協力 の進 め方 であ る。

(3)核 と して のASEAN

APECプ ロセス を一言で特徴 づける と、ASEANを 核 と した西 太平洋連携 とい う

ことが で きよ う。

設立の経緯 には紆余 曲折 があった ようである(7)。 しか し基本的 には、通 産省主導 で
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日本 が カネ とアイデアを提供 し、オース トラ リアが閣僚会議 開催 の提 唱 を含 む音頭取 り

を演 じた結 果であ った。アメリカは参加 の意思表示 を した ものの、積極 的 にリー ダー シッ

プを とるほ どAPECを 重視 しなか った。APECが 発足す るか どうかはASEAN諸

国の意 向 にかか ってい た。従来 か ら、ASEANを 包摂す るような組織が提案 されるた

びにASEANを 弱体化 させ溶解 に導 くもの として拒否 の姿勢 を くず さなかったASE

AN諸 国は、APECの 提案に も消極 的であ った(8)。 しか しなが ら、APECに その

ような危険性 がない こと、ASEANの 団結 を壊 そ うと しない ことをASEAN諸 国に

納得 させ る ことに成功 し、参加 の意向 をと りつけたのである(9)。

その結果 、APECは 二重の意味でASEANを 核 とす る協 力 と して誕生 した。第1

は制度的側面 である。まず、APECの 加盟 国はASEAN6ヵ 国 と、日本 ・アメ リカ ・

カナ ダ ・オース トラリア ・ニュージーラン ド・韓 国の6ヵ 国、合計12力 国であ ったが、

後 者の6ヵ 国はいず れ もASEAN拡 大外相会議の メンバ ー、言 い換 えればASEAN

域外対話 にお けるASEANの パ ー トナー諸 国であ った。ASEAN諸 国は、ASEA

Nが イニ シアチブ をとる制度 的枠組 みの加盟 国 とAPECの 加盟 国 とが完全 に重 な ると

い う事実 に よって、APECに おいて もASEANが か な りの発言力 を保持 で きる との

感触 をつか むことがで きた。また、APEC高 級事務 レベ ル会合 にはASEAN事 務局

長 も参加 で きることにな り、APECがASEANと い う組織 を認知 したこ とを形式的

に確認 で きた。つま り、 日本や オース トラリアが積極 的 に提 唱 した にせ よ、APECは

ASEAN中 心 の制度 と して誕生 したのであ る。

第2に 、APECはASEANの 慣習 をほ とん とその まま援用 して運営 されるこ とに

なった。ASEAN諸 国は、ASEANを きわめ て緩やかな制度 と して作 りだ し、加盟

各国 を拘束 す る合意 には慎重で、イ ンフォーマルな協議 を重ねて全 会一致の原則で協力

の制度化 を積 み重ね、事務局の権限 を極力抑制 し、政府間の コ ミュニ ケーシ ョンの 緊密

化 と ともに民 間の参 画 を促 して きた。また、ASEANは 平等 の原則 で運営 され てお り、

会議開催 地 や協力 プロジェク ト担当国 などさまざまな面 で加盟 国が均等 に参加す る慣習

が確立 している。APECも 同様 で、前述の キャ ンベ ラ会議 でのエバ ンスに よる議長総

括 に明示 されてい るように、交渉で はな く協 議 と意見交換 、全会一致原則 な どがAPE

Cの 運営方針 とな った。 また、事務局 も当面設置 しない ことに なった。 さらに、閣僚会

議の開催地 は、第1回 は提案 国オース トラ リアだったが、それ以降、シ ンガポール、韓

国、 タイ、アメ リカ、イ ン ドネシア、 日本 、(今 後 、フィリピン、カナ ダ)と い うふ うに
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ASEAN地 域 と非ASEAN地 域とが1回 毎に交代する原則 もASEAN側 の主張で

採用 された。

APECは 、た しかに日本やオース トラリアの提案で結成 された。しか しAPECに

ASEAN諸 国の参加は不可欠であり、それらの参加 を促す過程で、APECは 制度面

で も運営面でも、ASEAN的 なものが中核に置かれたのである。

3.APECの 変 容 と ア メ リ カ の 関 与

(1)ASEANの 変容 ・APECの 変容

取 り敢 えずキ ャンベ ラ会議 に出席 して自分 たちの主張 を盛 り込 ませ る ことに成功 した

ASEAN諸 国 は、APECをASEANに 対す る脅威 ではな く、む しろASEAN諸

国 にとって一層益 す る組織 に誘導するため、1990年2月 に外 相 と経済相 との合 同会

議 をマ レーシアの クチ ンで開催 し、従来 か らの立場 を再確認 した(10)。 しか しなが ら、

経 済協 力への関与 をめ ぐって、ASEANの 側 が変容 していった。

1990年12月 マ レー シア首相のマハ ティールは中国や 日本 を始め とする東 ア ジア

とASEAN諸 国 を中心 とする東南 アジアとに経 済ブ ロックを創設す るアイデ ィア を打

ち出 し、マ レー シア政府 はEAEG(東 ア ジア経済 グループ)構 想 と して具体化 した。こ

の提案 には アメ リカが猛反発 したの を始 め、ASEAN諸 国の一部 も消極的 な態度 をと

るな ど、最初か ら大 きな問題 を抱 えていた(11)。 その後 、EAEG構 想 は、その排他 的 ・

対抗 的色彩 を薄め られ、EAEC(東 アジア経 済会議)構 想 と してASEAN内 部で 「継

続審議」 され るこ とになった。現在、EAECはAPEC内 部で制度化 されるべ き(す

なわちAPEC加 盟 国のみが参加 すべ き)構 想 としてASEAN内 部では了解 されてい

る。

EAEG構1想 につ いて内部 で論議す る一方 で、ASEAN諸 国はASEANと しての

経済協力 の制度化 を本腰 で議論 しは じめた。1970年 代 か ら80年 代 にかけての失敗

に終 わった経済協力 とは切 り離 して、新 たに 自由貿易地帯化構想 を取 り上 げた。従来 は

この種 の協力 に慎重 だ ったイ ン ドネシア も、今 回は積極 的に計画実現 に参 画 した。そ し

て1992年1月 の第4回ASEAN首 脳会議 で、ASEAN自 由貿易地帯(AFTA)

を93年 か ら15年 かけて実現 する ことが決 まったのである(12)。

AFTAを め ざ して動 き出 したASEANで はあるが、指導者 は決 してAFTAがA

SEAN地 域の経済発展 を保証す る と考 えていたわけではない。仮 にAFTAが 実現 し
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て も、域内 で 自律 的な経 済相互依存が確立す るはず もなか った。90年 代 に入 り、直接

投資 の流 れが東 欧や中国 に向か う気配 に危機感 を募 らせ たASEAN諸 国が期待 したの

は、域外資本 に とってAFTA化 が投資 のイ ンセ ンティブになる ことであった。したが っ

て、ASEAN諸 国に とって 日本 やアメ リカな どとの経済関係 は将来 にわたって重要で

あ り、APECの 存 在意義はAFTA化 に よってい ささか も減 らなかった。

しか しなが ら、APECに は必ず しもASEAN側 が歓迎で きない変化 も生 じつつあ っ

た。1991年 にいわゆる 「3つ の中国」がAPECに 参加 した こ とに よって、ASE

AN中 心のAPEC構 図 にまず最初 の大 きな変化が生 じた。 もち ろん、新規加盟が全会

一致で実現す る以上
、ASEAN諸 国 も反対は しなか った。む しろ、中国が地域組織 に

参加す るこ とは基本 的 に望 ましい とASEAN諸 国政府 は見 てい た。 しか しなが ら、こ

れ ら3国 ・地域 はいずれ もASEANの 域外 制度 に参加 してお らず 、ASEAN諸 国 に

とってみ れば制度 的な交 渉の場が な く、したが って圧力 をかける制度 的手段 をもってい

ない主体がAPECに 参加 した ことを意味 した。

また、当初 の緩 やか なASEAN的 制度 は、ASEANよ りはるかに急速 に組織化 さ

れてい った。92年 の第4回 閣僚 会議 では、シンガポールにAPEC事 務局 を設置 する

ことに合意 し、 また、APEC運 営の ために、参加国の分担 に よ りわずか なが らも(年

間200万 ドルで 出発)予 算 をAPEC基 金 として計上す ることになった。APECプ

ロセス におい て、協議 とコンセ ンサ ス とい う合言葉 に代 わって、機能強化 と協力効率化

とが うたわれ るようになったのであ る。

ASEAN諸 国 にとってさらに脅威 だったの は、アメリカの動 向であ る。ポス ト冷戦

期 にお ける ヨー ロッパの秩序作 りを一段 落 させ たアメリカは、アジア太平洋 の秩序作 り

に積極 的 にな り、安全保障 は基本的 に米 国を要 とす る2国 間関係 で、経済 はAPECを

活用す る ことによって自国の利益 追求 と地域秩 序形成 とに乗 り出 したのであ る。アメ リ

カがAPECプ ロセス に強い イニ シアチ ブを発揮 する ようになるの に比例 して、ASE

AN諸 国の間 にはAPECに 対す る不 満 と疑問が増 していった。

この頃、APECの 主要 な争点は貿易 自由化 をめ ぐる問題 に収敏 してい く。す なわち、

第3回 閣僚会議 では貿易 自由化推進のための方策の明確化 と勧告 のため の非公式作業部

会が設置 され、第4回 会議 では今後10年 間の域 内貿易 自由化進展のた めに西暦200

0年 の アジア太平洋貿易展望 とAPECの 果たすべ き役割 を報告す るための賢 人会議が

発足 した。 この折 り、アメ リカは、自国が主催す る第5回 閣僚 会議の主要議題 を貿易 自
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由化 と貿易政策にしたい旨を表明 した。このことか らも分かるように、APECの 変容

には米国の積極関与が大 きな影を落としていた。

(2)ア メ リカの太平洋共同体構想

アジア太平洋各国の貿易自由化のてこにAPECを 利用 しようとしていたアメリカは、

アジア太平洋地域の共同体化を提案し、それへ向けてのてこにもAPECを 利用 しよう

とした(13)。1993年7月 、クリントン大統領はサ ンフランシスコ、東京、ソウルで

の連続する演説で 「新太平洋共同体」をめざすアメリカの対外政策方針を打ち出 した。ク

リン トン政権のアジア太平洋共同体化構想は3つ の柱 からなっていた。すなわち、普遍

的(と アメリカが信ずる)価 値(多 元的民主主義、人権、自由主義市場経済など)の 共

有、共同の安全保障、そして各国経済の 自由化 と国際交流の自由化、である。APEC

という組織 自体は、いうまでもな く、経済面の共同体化 を象徴するものである。 しか し

同時に、APECは 太平洋共同体の範囲を事実上規定する組織であ り、したがってアメ

リカにとってみれば、APEC加 盟国の間で共通の安全保障、共通を価値観を追求する

べ きであった。つまり、新 しい理念に基づ く新 しい組織 を提案 したのではなく、アメリ

カ政府はAPECに 新 しい理念 を代表 させ ようとしたのである。

しかしそのためには、地域の多様性を尊重 しつつ経済的な共通利益 を追求 しようとし

てきたAPECの 従来の理念を大きく修正する必要があった。たまたま1993年 に第

5回 閣僚会議の主催国にあたっていたアメリカはAPECの 将来を方向づけるのにイニ

シアチブをとる絶好の立場にあった。実際、APECの 機能として経済協力の他 に安全

保障を追加する案、条約にもとつ く政府間機構1にAPECを 格上げする案、APEC首

脳会議を制度化する案など、APEC強 化 に向けてさまざまなアイディアが浮上 してき

た。特に、APEC自 体の目的 と制度の両面での強化に関 しては、第5回 会議 に報告 を

提出することになっていた賢人会議を徹底的に利用 しようとした。

このようなアメリカの積極姿勢に対 して、加盟国からはさまざまな反応が現れた。A

PECが 主権国家のみを構成員 とする機構ではなく、香港や台湾などを含む経済主体か

らなる組織である点で、中国は安全保障を取 り上げることに反対 し、首脳会議開催 に関

しても台湾や香港の代表をめ ぐって留保 していた。APECに 安保機能 を付加すること

については中国以外にも消極的な国は少なくなかった。また、APECに おける経済協

力問題 と人権問題 とを絡めようとするアメリカの姿勢に対 しては程度の差 こそあれ多 く
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の国が批判的であった。マ レーシアにいたっては、首脳会議を欠席 して しまう。

第5回 閣僚会議開催に向けてのアメリカのイニシアチブをめぐって展開 した国際関係

からはっきりしたことは、APECを アメリカの構想するアジア太平洋共同体の中核組

織 にするにはさまざまな難点があることだった。その点ではアメリカも無理押 しせず、A

PECが 基本的に経済協力をめ ぐる協議機関であることを了解 した。とは言 うものの、A

PEC加 盟国が共同体のメンバーとなるために各国がアメリカの主張する普遍的価値を

受け入れるべ きであるという態度には変更はない。2国 間関係ではアメリカはAPEC

加盟国に対 し、APECの 枠外で安全保障や価値の共有 をめ ぐってさまざまな要求を出

している。たとえば中国に対 しては、最恵国待遇問題と切 り離 したとはいえ、人権問題

で満足できる水準ではないとの批判を続けている。

(3)ア メ リカ主導 のAPEC改 革

アメリカ政府の強い意向は、第5回 会議に提出された賢人会議の報告書に盛 り込まれ

た。すなわち、自由貿易地帯をつ うじてアジア太平洋経済共同体を創造すべ きであると

の基本方針が提言の骨格 をな していた(14)。 報告書はさらに、96年 までに自由化行動

計画を具体化することを提言 していた。直接的にはこの報告書に対 し、間接的にはアメ

リカに対 し、さまざまな批判が出された。特に論争の中心 となったのは、「経済共同体」

と 「自由貿易地帯」であった。シンガポール以外のASEAN諸 国や中国は、こうした

急速な制度化に対 して警戒を強めた。閣僚会議は、賢人会議の報告をそのまま了承ない

し採択することな く、勧告を、即時実施可能なもの ・ウルグァイラウン ドの結果により

さらに検討を要するもの ・長期的な観点から検討を要するもの、に分類 して、貿易自由

化への積極策を骨抜 きにし、将来の課題 として先送 りしたのである。

しか しアメリカの思惑 どおりにはいかなかったにせ よ、シア トルでの第5回APEC

閣僚会議 は、従来のAPECの 在 り方を大きく変えるものであった。すなわちアメリカ

のイニシアチブによって、アジア太平洋地域の共同体化、貿易自由化促進、APEC強

化が合意された他、事実上の首脳会議の制度化の端緒が開かれた。

シア トル会議のキーワー ドは、やはり 「共同体」であろう。APECを アジア太平洋

経済協力(COOPE臥TION)か らアジア太平洋灘 同体(CO剛 ㎜Y)へ 読み換 える

ところまではいたらなかったが、アジア太平洋地域が共同体をめざすことは明記された

(15)。 もちろん、このことばの意味するところはかつて欧州経済共同体が置かれた状況
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とも異なるし、その目標 とも異なる。しか しなが ら、多様性の強調から共通性の強調へ

と力点が変化 したことは明白であるし、今後、共同体 として何 を共有するのかが重要に

なってい くであろう。

共同体化の一環 として、従来からのAPECの 活動で特に強調 されたのが貿易自由化

である。このシア トル会議では、APEC貿 易投資枠組み宣言が採択された他、貿易自

由化 を議論する非公式グループが正式の貿易投資委員会に格上げされた。たしかに通常

の経済統合機構 のように自由化プログラムが合意の上で明記されたわけではないが、A

PEC加 盟諸国の各々が国内経済の自由化 を押 し進め、モノ ・カネ ・情報の移動 を自由

化することにコミットしたことには変わ りがなかった。

組織の強化に関 してAPECは 、いわゆる拡大 と深化の トレー ドオフについては、後

者 を選択 した。第5回 閣僚会議でメキシコとパプアニューギニアを加盟させたが、翌年

のチリを最後に、しばらく新規加盟を見送ることに合意 した。反面、機能面での強化は

明白である。貿易自由化を始め、関連する諸問題についての協議 と協力を今後一層活発

に進めることになった。経済問題のみならず、金融問題、環境問題など、従来あつかっ

てこなかった問題 をAPECと いう枠組みで協議するようになった。APEC加 盟国に

よって定義される範囲で、さまざまな問題領域における協力の制度化が生 じ始めてお り、

この地域は経済共同体 どころか多面的な共同体化に動 きだしている(16)。

最後ではあるが決 して軽視できないAPECの 変化 として、首脳 レベルの会合の制度

化が開始 した。あ くまで非公式な性格を強調 し、政府首脳ではなく経済指導者の会合で

あることを強調 したが、アメリカがAPECの 事実上のサ ミット開催 を可能にしたこと

は象徴的にきわめて重要な意味を持っていた。それは単にAPEC閣 僚会議の成果をエ

ンドース したのではなく、APEC強 化にコミットしたのであり、共同体 をめざして第

1歩 を踏み出 したのである。もちろん、サ ミッ ト開催だけで、アジア太平洋諸主体が一

層団結 し協力するわけではない。しかし2国 間ではさまざまな問題 を抱える国々が一同

に会 して地域協力への コミットメン トを互いに確認することの意味は大 きい。

4.APECの 将 来 構 想 とASEAN

(1)貿 易 自由化へ の動 き

1993年11月 の第5回APEC会 議で は、首脳 らに よる 「経済 ヴィジ ョン宣言」に

よって一応 の基本方針 は明確 になった ものの、かん じんの貿 易 自由化 をめ ぐってはアメ
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リカを中心 とす る積極派 とアジア諸 国に多 い消極派 との対立が続い ていた。しか しなが

ら、流れ は 自由化 を推進す る方向へ と向かいつつあ った。 まず、賢 人会議(EPG)は

存続 して第6回 閣僚会議 に第2次 報告書 を提 出す ることが決 まった。 さらに、非公 式首

脳会議 は、引 き続い て首脳会議 を開催す る ことに合意 し、経済界 の代表 か らなる太 平洋

ビジネス フォー ラム(PBF)の 設置 して、加盟各 国首脳へ提言 を提 出 させ るこ とを決

定 した。言 うまで もな く、PBFは 貿易投資 自由化 に積極 的な提言 をまとめる ことが期

待 され ていた。

EPG報 告 は8月 に、PBF報 告 は10月 に出された(17)。 自由化 の 日程 に関 しては、

前者 は貿易 自由化 を1994年 に決定 ・2000年 開始 ・1先進 国 は2010年 、2NI

ESは2015年 、3途 上国は2020年 までの実現 を、後者 は貿 易投資 の 自由化 を19

94年 に決定 、1先 進 国は2002年 、2他 は全 て2010年 までの実 現勧 告 した。また、

EPG報 告 は貿易投資 自由化促進措置 の実施 を勧告 してお り、PBF報 告 に も同様 の 内

容 が盛 り込 まれた。

イン ドネシアで開 かれ た第5回APEC会 議 は、非公 式首脳 会議 では 自由化 のス ケ

ジュールが、閣僚会議で は当面 の具体的措置が問題 となった。首脳 らは 「ボゴール宣言」

を出 して、貿易投資 の 自由化 目標 を先進 国は2010年 、途上国は2020年 とす るこ

とを うたい、閣僚会議 で は投資 原則 の採択 を始め と して関税手続 き簡素化や基準認 証統

一な ど自由化の促 進 をサ ポー トす る協力へ踏み だ した
。

貿易投資 自由化 は、た しか にアメリカの強い意向でAPECの 舞台 に上 った とはいえ、

その後消極 派 といわれた イン ドネシアに よって時期 を明記 した 目標 と して掲げ られた こ

とは注 目に値 しよう。そ して1995年 には、やは りアジ アの消極 派であ る日本が議 長

国 として一層 の具 体化 をま とめ る巡 り合 わせ となった。積極派の イニシアチブに対 して

消極派が反発 す るので はな く、消極派 を中心 に積極派 の離反 を招 かない ような ぎ りぎ り

の方針づ くりがAPECで 進行 中の ようであ る。

(2)ASEAN諸 国の対応

APECに は参加 した ものの、貿易 自由化 よ りは開発協 力 を協 調 し、アメ リカ主導 の

固い枠組み作 りに反発 して きたASEANは 、イ ン ドネシアの積極派へ の変 身に よって

どの ような対応 を見せ ただ ろうか。

まず、 自由化 の 日程 について は、マ レーシアが それはあ くまで 目標で あって約束 ない
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し拘束力 ある合意 では ない点 を確認 したが 、これはスハル ト大統領 が、「ボゴール宣言」

の原案 は修正 しない代 わ りに各国が意見 を表 明す る 自由 を認 めたこ とに よる。また 、賢

人会議の役割 は終 わった として解散すべ きである との意見が タイを始 めASEAN各 国

か ら出された。 もっと も、この ような消極姿勢 で終始 したわけで はない。 シンガポール

は先進国 同様2010年 までに 自由化す る との目標 を発表 した。

しか し何 よりも注 目すべ きASEAN諸 国の対応 は、AFTA計 画の前 倒 しのみ な ら

ず拡張 に合意 した ことであろ う(18)。 まず 自由貿 易地帯 の実現 時期 を2008年 か ら2

003年 に5年 間繰 り上 げて10年 計画 に短縮 した。 さらに、引 き下 げ優先 品 目につい

ては5～7年 間計画 とした他 、適用除外品 目の低 減、農産物へ の適用 な どに も合 意 した。

この ような計 画の見直 しは、APECにASEANが 呑み込 まれ るの を避け るため に、A

SEANと しての結束 を強めた もの と言 える。この意味 では、APECに おける貿易 自

由化 の動 きが、ASEANに おけるそれ を加速 させ たの であ る。

貿易 自由化 に積極的 に取 り組 む動 きを見せてい るAPECは 、AFTA化 に積極 的 な一

部 のASEAN諸 国 に とっては追い風 とな った。他方、アメ リカの行 き過 ぎた リー ダー

シ ップ に対 して は、EAEC構 想 をASEAN諸 国の一部が積極的 に推 している ことが

抑止的効 果 と して作用 してい る。アメ リカ政府 はAPECの ま とま りを最重要視 してい

る と再 三表 明 しているが、その背景 には、アジア諸国がEAEC支 持 に回るの を防 ぐ意

志が働 いている と言われてい る。

ま とめ にか えて

アジア太平洋経済協力に熱心な勢力 とアメリカ政府のリーダーシップとにより、貿易

自由化の枠組みとしてAPECの 重要性が急速に増大 しつつある。アジア太平洋地域全

体の発展のため という大義名分とアメリカの国内立法(通商法301条 に象徴される)を

背景にした2国 間交渉戦略という圧力の相乗作用で、アジア太平洋各国の貿易自由化や

地域の経済交流は今後一層進展するであろう。

APECの 重要性が増大するとともに、APECと いう組織がアジア太平洋地域が ど

の範囲をカバーするのかという問題に現実的 ・政策的な解答 を与えることになった。す

なわち、APEC加 盟国がアジア太平洋地域の外延を定義 したのである。今 日、さまざ

まな地:域的協力がAPEC加 盟国の間で制度化されつつある。将来、アジア太平洋共同

体が形成されるなら、APECが 制度的基盤を提供するに違いない。
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しか しなが ら、APEC閣 僚会議 自体 の果 た しうる役割 は限 られている。アメ リカの

思惑 にもかか わ らず、APECが 経 済分 野以外 も扱 う多角的 な協力枠組 み になる可 能性

は当面 な くなった。APECの 活動 は経 済問題 に限定 され、世界貿易体 制 についての発

言力 と、地域 の経済 自由化 への加盟各 国の コミッ トメ ン ト引 き出 しとが主 要な役割 であ

り続 けるだ ろう。

APECの 限界 が最 も顕著 なのは安全 保障分 野である。第1に 、中国 に とって香港 や

台湾 と対等 な立場 で安保問題 を議論 す ることは到底受 け入 れ られない。第2に 、アジア

太平洋地域 の安全保 障協 力 を実質化 す るには、APEC非 加盟の ロシア、ベ トナム、北

朝鮮 な どの参加 が必 要である。現在 、アジア太平洋安全保 障協議枠 組み に最 も近いのが

ASEAN地 域 フォー ラム(ARF)で あ り、そこでは アメリカの リー ダーシップは限

られてい る。 む しろASEANが イニシアチ ブを とりつづ ける可能性が高 い。

アジア太平 洋共同体の形成は決 して非現実的 な目標ではない。しか しその実現 には、ロ

シアやベ トナム、北朝鮮 な どとの価値観 の共有 と協力的 関係の蓄積 とをどう進 めてい く

かについての広範 な合意が必要であ る。特 に、ベ トナムの場合、ASEANへ の加盟 に

よって、APECに 全 て加盟 している現ASEAN諸 国が新 メンバ ーのAPEC加 盟 を

強 く推 すであ ろう。将来、カ ンボジア、 ラオス、 ミャ ンマ ーがASEANに 加盟す る こ

とになれば、ASEANへ の加盟 とい う実績がAPECへ の加盟のパ スポー トとなるか

も知 れない。この点 で、現在APECへ の参 加 を希望 している国々 と比較 して、東南 ア

ジア諸 国は有利 な立 場 にい るとも言え よう。

現在 、た しか にAPECはASEAN主 導で運営 されてい ない。 しか しAPECの 活

動 は結果 的にはASEANの 存在 を脅 か さなか った。その背景 には、危機感 を抱い たA

SEAN諸 国指導者 がASEANの 結束 を維持 しようとした こともあ る。 しか し、それ

だけで はない。ASEANの 意向はAPECの 運営に大 きな影響力 を及ぼ してい る。ま

た、経済協力 しか扱 え ないAPECに 対 して、ASEANはARFの 主催者 と して安全

保障協力の機能 も持 ってい る。

冷戦が終 わ り21世 紀 に向けて新 しい秩序 を模索 している世界 にあって、アジア太平

洋地域 はASEANとAPECと い う2つ の制度 が秩序形成 の方 向性 を示 してい る。

【注記】

(1)山 影 は、 これ を 「ASEANの サブ システム化」 と呼 んでい る。詳 し くは、山影進
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「ア ジア太平洋国際秩序形成 とASEAN」 平野健 一郎(編)『 講座現代 アジア4地 域

シス テムと国際関係』(東 京大学 出版会、1994)を 参照。

(2)た とえば次 を参照 。藤原帰 一 「アジア冷戦の国際構造 」東京大学社 会科 学研 究所(編)

『現代 日本 社会7国 際化』東京大学 出版会、1992。 国分 良成 「東 アジアにお ける冷

戦 とその終焉」鴨武彦(編)『 講座世紀 問の世界政治3ア ジアの国際秩序』日本評論社 、

1994a

(3)世 界 銀行 『東 アジアの軌跡』東 洋経済新 報社 、1994年

(4)渡 辺利夫 『西太平洋 の時代』文藝春秋社 、1989、 渡辺利夫 ほか 『アジア相互依

存の 時代』有斐 閣、1991、 などを参照。

(5)ア ジア太平洋 の地域 的制度枠組みの沿革 につい て、差 し当た り、大庭三枝 ・山影進

「アジア ・太平洋地域主義 にお ける重層的構 造の形成 と変容」 『国際 問題』415(19

94年10月 〉 を参照。

(6)APECの 沿革 につ いては、山神進 『アジア太平洋地域の時代 』第一法規、199

4、 菊地努 『APEC:ア ジア太平洋新秩序 の模索』 国際問題研究所 、1995を 参照。

(7)差 し当た り、菊地努 「アジア太平洋協 力 をめ ぐる外 交過程」草野厚 ・梅本哲 也(編 〉

『現代 日本外交の分析』東京大学出版会、1995を 参照。

(8)山 影進 『ASEAN』 東京大学出版 会、199ユ 、29ユ ー292頁

(9)ASEAN拡 大外 相会議(1989.7,6-8、 ブルネイ ・バ ンダルス リブガ ワ

ン)と 臨時ASEAN経 済閣僚会議(1989.9.11-12、 バ ンコク)で

(10)ECと の第8回 閣僚会議(1990.2.16-17)の 際 に。

(11)佐 藤考一 「東 アジア経済会議構想 をめ ぐる国際関係 」『外交時報』1992年3月

号。

(12)AFTAの 詳 しい解説 は次 を参照。間宮勇 「ASEAN自 由貿易協 定の法構 造」安

藤勝美(編)『 地域協力 機構 と法』 アジア経済研究所 、1994。

(13)ブ ッシュ政権か らク リン トン政権 にかけての アメ リカのアジア太平洋政策 に関 して

は、差 し当た り、山影 「アメ リカ合衆国 のアジア太平洋政策」岡部達味(編)『 ポス ト冷

戦期 の アジア太平洋協力』(日 本 国際 問題研究所 、1995)を 参照。

(14) A Vision for APEC : Towards An Asia Pacific Economic Community, Report of the Eminent 

Persons Group to APEC ministers, October 1993.

(15)非 公 式 首 脳 会 議 で 採 択 され た 、 ヴ ィジ ョン声 明 で は、acommunityofAsiaPacific
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economiesと い う表 現 に な っ てい る。

(16)閣 僚 級 会 議 だ けで も、本 体 の 閣僚 会議 の他 に、中小 企 業 担 当大 臣 、大 蔵 大 臣、環 境

大 臣 、 運 輸 大 臣 、通 信 ・情 報担 当大 臣 の 会 合 が 開 か れ て い る。

(17)EPG報 告 は 、AchievinganApECVision:FreeandOpenTradeintheAsiapaci伽,

SecondReportoftheEminentPersonsGroup。 ま た 、PBF報 告 はABusinessBlueprintfor

APEC:StrategiesforGrowthandCommonProsperity,ReportofthePacificBusinessForumo

(18)AFTA評 議 会(1994年9月21日 、 チ ェ ンマ イ)
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